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平成 31 年度予算編成の基本的考え方

当市を取り巻く環境は、少子高齢社会の進展などにより社会保障関係経費の増大が顕著

なものとなっており、介護保険・後期高齢者医療特別会計への繰出金や、生活保護費、障

害者自立支援給付費、子ども子育て支援新制度に伴う入所委託料などの扶助費が増加の一

途を辿っております。

今後も厳しい財政状況が想定される中で、健全財政を維持しつつ新たな市民ニーズに応

えていくためには、限られた財源を有効に活用し、施策の選択と集中を適切に実施してい

くことが一層求められています。

平成 31 年度予算は、このような状況の中にあっても、まちの活性化、人口減少・少子高

齢化への対応、安全安心な学校教育、協働と持続可能な自治体運営、さらにはいきいき茨

城ゆめ国体 2019・いきいき茨城ゆめ大会 2019、市制施行 50 周年を基本方針とし、当市の

魅力度を高め、市内外の多くの方々に住みたい、住み続けたいと思われるような「選ばれ

るまち」としていくため、高い実施効果が見込める政策を戦略的に展開するための予算を

編成しました。

まず歳入のうち個人市民税では、生産年齢人口の減少傾向は続いていますが、緩やかな

景気回復の影響から増となり、固定資産税では、土地は地価の下落により減となる一方、

家屋では新築及び増築による増を見込んでおります。法人市民税は、主に市内大手企業の

減益による減を見込み、市税収入全体で前年度比 0.1％の微減となりました。

次に歳出では、学校施設の空調設備設置事業や藤代南中学校の大規模改造事業の一部な

どが、国の平成 30 年度第一次補正予算及び第二次補正予算の対象となったため 3月補正予

算に計上し、31 年度に繰越して実施します。

また、地震、気象警報などの緊急情報や避難勧告等、災害時の情報伝達をより確実にす

るため、280MHz デジタル防災無線と防災ラジオの導入を進め、市民の皆様が安全安心に暮

らせる環境整備を図ります。

さらに、平成 31 年度は、いきいき茨城ゆめ国体 2019 及びいきいき茨城ゆめ大会 2019 の

開催年度であり、当市においても自転車競技、ボウリング競技のほか、複数の種目が行わ

れることから、確実に準備から大会運営までを実施し、来街者へのおもてなしや市のＰＲ

に努めてまいります。

このほかにも、井野なないろ保育所・地域子育て支援センターの新築工事や福祉会館の

大規模改造工事を推進し、保育環境の充実や公共施設の整備を図ります。

平成 31 年度は、「とりで未来創造プラン 2016」及び「取手市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」の計画期間の最終年度となることから、これらの計画に係る施策の目標達成に向

けて「雇用」、「定住」、「結婚・子育て」、「まち活性化」に関連した各事業についてもさら

に具現化を推進し、市民の皆様の幸福感や満足感を高めていけるよう全力で取り組んでま

いります。

平成 31 年 2 月

取手市長 藤 井 信 吾
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平成 31 年度予算の重点化 5事業

平成 31 年度は、「とりで未来創造プラン 2016」及び「取手市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」の最終年度にあたることから、これらに位置付けられた事業に優先的に予算

を配分し、政策目標の達成に向けたメリハリのある行財政運営を行ってまいります。

平成 31 年度予算は、以下の 5項目を基本方針とし、市の魅力度を高め、「選ばれるま

ち」としていくため、実効性のある施策を戦略的かつ計画的に展開してまいります。

市の魅力度を高め、「選ばれるまち」の実現を目指して、次の５つの事業

を推進します。

１．まちの活性化

【新規】２８０MHz デジタル防災無線・防災ラジオ整備事業

547,621 千円[安全安心対策課]

【新規】Ａ街区再開発事業推進計画補助金 4,390 千円[中心市街地整備課]

【新規】取手駅西口ペデストリアンデッキ概略設計 20,878 千円[中心市街地整備課]

【継続】取手駅北土地区画整理事業 1,295,144 千円[区画整理課]

【継続】桑原地区整備推進事業 62,059 千円[都市計画課]

【継続】近隣市・民間との創業支援広域連携事業 9,348 千円[産業振興課]

【継続】産業活動支援条例に基づく奨励金事業 79,173 千円[産業振興課]

２８０MHz デジタル防災無線の導入と防災ラジオの整備を進め、より確実な防災情報の伝達を

図ります。

取手駅西口駅前地区において、都市機能の集積と土地の高度利用促進を図るため、土地区画整

理事業による都市基盤の整備およびＡ街区の再開発事業に向けた地権者組織の支援を一体的に

行い、中心市街地の活性化を図り、魅力ある市街地の形成を進めます。

桑原周辺地区については、大規模な商業・業務施設を核とした新市街地として、新たな活力・

雇用創出や若者世代の定住を促進するため、市街地整備事業の具現化に向けて、都市計画決定に

係る協議を進めるとともに、区画整理準備組合に対する事業化への支援を行います。

また、地域活力の維持・向上を支える基礎となる産業振興・活性化のため、引き続き企業誘致

や広域連携による創業支援の充実に取り組みます。

２．人口減少・少子高齢化への対応

【新規】市立保育所 ICT 化推進事業 6,930 千円[子育て支援課]

【新規】新生児聴覚検査事業 3,580 千円[保健センター]

【継続】井野なないろ保育所・地域子育て支援センター新築事業

589,062 千円[子育て支援課]

【継続】シティプロモーション推進事業 11,277 千円[魅力とりで発信課]

【継続】定住化促進住宅補助事業 40,036 千円[都市計画課]

【継続】産婦健康診査事業 6,681 千円[保健センター]

【継続】産後ケア事業 4,410 千円[保健センター]

吉田保育所と舟山保育所を統合し、東部地域子育て支援センターの機能を含めた「井野なない
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ろ保育所・地域子育て支援センター」の整備を引き続き進めるとともに、市立保育所の ICT 化も

推進し、子どもたちの安全安心な保育環境のさらなる充実と保護者の利便性向上を図ります。ま

た、産後早期の母子に対して産後ケアや産婦健康診査を継続して実施するほか、新たに新生児へ

の聴覚検査を開始するなど、子育て支援のより一層の充実を図ります。

市のブランドメッセージ「ほどよく絶妙とりで」とロゴマークを用いたイメージアップや市の

政策の魅力訴求を積極的に展開し、市の知名度・魅力度の向上による定住人口増を図ります。

良質な新築住宅の取得や中古住宅のリノベーションに対する補助、シニア世代の持ち家を活か

した子育て世代への家賃補助等を行い、子育て世代や市内就業者等の定住化を促進し、あわせて

魅力ある住環境の整備を図ります。

３．安全安心な学校教育

【新規】宮和田小学校校舎・体育館大規模改造事業 22,000 千円[教育総務課]

【新規】藤代南中学校校舎・体育館大規模改造事業 662,800 千円[教育総務課]

【継続】通学路整備事業 126,038 千円[道路建設課]

【継続】いじめ防止対策事業 13,148 千円[指導課]

小中学校施設の大規模改造事業を進めるとともに、「通学路交通安全対策プログラム」に基づ

き、児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全対策を進め、安全・快適な教育環境の整備・

充実を図ります。また、いじめの未然防止・早期発見・早期対応を推進するため、教育相談員を

1名増員し、相談体制の充実を図ります。さらに、児童生徒への指導・支援、教職員に対する研

修など、多角的な対策を積極的に進めます。

４．協働と持続可能な自治体運営

【新規】総合計画策定事業 14,325 千円[政策推進課]

【継続】チャレンジデー事業 1,000 千円[健康づくり推進課]

【継続】市民協働講座事業 300 千円[市民協働課]

「とりで未来創造プラン 2016」及び「取手市まち・ひと・しごと創生総合戦略」が最終年度を

迎えることから、総合戦略の内容を包含した次期基本計画の策定を進めます。

引き続き「チャレンジデー」に参加し、市民の健康づくり、地域におけるスポーツの振興及び

コミュニティづくりを推進します。また、協働による地域の課題解決や市民活動団体の活性化の

ため、市民協働講座を開催し、市民活動への意欲向上を図ります。

５．いきいき茨城ゆめ国体 2019・いきいき茨城ゆめ大会 2019、

市制施行 50 周年

【新規】市勢要覧作成事業 1,760 千円[広報広聴課]

【継続】茨城国体取手市実行委員会交付金 128,434 千円[スポーツ生涯学習課]

【継続】取手市史追補版編さん事業 6,710 千円[教育総務課]

45 年ぶりに茨城県で開催される、いきいき茨城ゆめ国体・いきいき茨城ゆめ大会の競技が円

滑に運営されるよう、関係団体・機関と緊密な連携のもと進めます。

2020 年の市制施行 50 周年に向けて、取手市の 50 年の歩みや市の魅力などを紹介する「市勢

要覧」、取手市史・藤代町史刊行後に新たに判明した史実などを収録した、親しみやすい「取手

市史追補版」の編さんを進めます。



単位：千円

平成31年度
当初予算（案）

平成30年度
当初予算

38,350,000 38,030,000 320,000 0.8%

取手駅西口都市整備事業 1,804,038 2,132,183 ▲ 328,145 ▲ 15.4%

用地先行取得事業 廃止 110,966 ▲ 110,966 皆減

国民健康保険事業 10,921,746 11,334,176 ▲ 412,430 ▲ 3.6%

後期高齢者医療 2,837,143 2,612,512 224,631 8.6%

介護保険 8,079,624 7,762,880 316,744 4.1%

競輪事業 1,341,226 1,341,045 181 0.0%

公平委員会 712 748 ▲ 36 ▲ 4.8%

小　計 24,984,489 25,294,510 ▲ 310,021 ▲ 1.2%

63,334,489 63,324,510 9,979 0.0%

平成31年度予算総括表（当初予算）

会　計　名 比　　較

一　般　会　計

合　計

特

別

会

計
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《予算規模》

１．平成 31 年度の一般会計当初予算規模は３８３億５，０００万円で、前年度

当初予算と比較して３億２，０００万円増（前年度比０．８％増）となり、

過去最大の予算規模となります。

予算規模が増となった要因は、より確実な防災情報の伝達を図るため、

２８０M H zデジタル防災無線の導入と防災ラジオの整備に 5億 4,762 万円、
メガヘルツ

民間保育園等への施設整備費補助金として 3億 8,500 万円、消防本部の大規

模改造工事に 2億 580 万円を計上したことによります。

また、平成 31 年度は学校施設の空調設備設置事業や藤代南中学校大規模改

造事業の一部などが、平成 30 年度の国の第 1次補正予算（学校の緊急重点安

全確保対策）と、第 2次補正予算（防災・減災、国土強靱化のための緊急対

策）の対象となり、事業費総額で 7億 9,272 万円を 3 月補正予算に前倒しし

たため、この分を平成31年度当初予算に加えた実質的な予算規模３９１億４，

２７２万円と比較すると１１億１，２７２万円増（前年度比２．９％増）と

なります。

２．特別会計（６事業）の予算規模は、２４９億８，４４９万円となり、前年

度当初予算と比較して３億１，００２万円減（前年度比１．２％減）となり

ます。

この中で大きく減額となったのは、国民健康保険事業（4億 1,243 万円減）、

取手駅西口都市整備事業（3億 2,814 万円減）の 2つの特別会計です。

取手駅西口都市整備事業は、平成 30 年度の国の第 2次補正予算の対象とな

り、建物移転補償費の一部を 3月補正予算に前倒ししたことにより、減額と

なります。

一方、大きく増額となったのは、介護保険（3億 1,674 万円増）、後期高齢

者医療（2億 2,463 万円増）の 2つの特別会計です。



(単位:千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

※平成23年度、27年度は当初骨格予算のため、6月補正後の予算額で比較

一般会計予算額の推移

年  度

予算額 31,580,000 33,770,000 33,400,549 32,570,000 34,030,000 33,560,000 35,831,471 36,550,000 35,620,000 38,030,000 38,350,000

200億

220億

240億

260億

280億

300億

320億

340億

360億

380億

400億

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

予算額 伸率
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(単位:千円）

年　度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

一般会計 31,580,000 33,770,000 33,400,549 32,570,000 34,030,000 33,560,000 35,831,471 36,550,000 35,620,000 38,030,000 38,350,000

特別会計 18,958,585 19,816,586 20,793,444 21,747,315 24,077,264 23,973,977 26,145,055 26,426,628 26,346,552 25,294,510 24,984,489

全会計 50,538,585 53,586,586 54,193,993 54,317,315 58,107,264 57,533,977 61,976,526 62,976,628 61,966,552 63,324,510 63,334,489

　　　　　※一般会計の平成23年度、27年度は当初骨格予算のため、6月補正後の予算額で比較

一般会計と特別会計を合わせた全会計の予算額の推移

00億

100億

200億

300億

400億

500億

600億

700億

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

特会

一般

伸率7



構成比 構成比

7,273,678 19.0 7,432,464 19.6 △ 158,786 △ 2.1

うち特別職 45,597 0.1 45,307 0.1 290 0.6

うち 議 員 200,277 0.5 203,054 0.5 △ 2,777 △ 1.4

うち一般職 6,429,113 16.8 6,591,309 17.3 △ 162,196 △ 2.5

うち一般職非常勤 412,476 1.1 414,038 1.1 △ 1,562 △ 0.4

8,867,606 23.1 8,089,727 21.3 777,879 9.6

3,926,352 10.2 3,963,956 10.4 △ 37,604 △ 0.9

5,073,820 13.2 4,880,537 12.8 193,283 4.0

132,533 0.4 128,906 0.4 3,627 2.8

2,960,194 7.7 2,707,933 7.1 252,261 9.3

366,541 1.0 383,680 1.0 △ 17,139 △ 4.5

240,000 0.6 227,500 0.6 12,500 5.5

69,789 0.2 51,502 0.1 18,287 35.5

5,545,507 14.5 5,489,814 14.4 55,693 1.0

3,843,975 10.0 4,623,976 12.2 △ 780,001 △ 16.9

5 0.0 5 0.0 0 0.0

50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

38,350,000 100.0 38,030,000 100.0 320,000 0.8

　平成31年度一般会計性質別歳出内訳

（単位：千円、％）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費

合 計

区　　　分
平成31年度
当初予算(案)

平成30年度
当初予算
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(単位:千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

31,580,000 33,770,000 33,400,549 32,570,000 34,030,000 33,560,000 35,831,471 36,550,000 35,620,000 38,030,000 38,350,000

人件費 9,037,818 8,777,437 8,242,334 8,151,439 7,971,656 7,674,951 7,597,243 7,493,096 7,462,105 7,432,464 7,273,678

扶助費 4,210,355 5,544,079 6,175,210 5,860,120 6,102,330 6,379,552 7,008,962 7,360,737 7,841,400 8,089,727 8,867,606

普通建設事業費 1,573,612 2,505,518 1,927,350 1,607,632 2,996,742 1,928,796 2,907,000 3,166,607 1,649,370 4,623,976 3,843,975

※平成23年度、27年度は当初骨格予算のため、6月補正後の予算額で比較

人件費・扶助費・普通建設事業費の推移（一般会計）

年  度

予算額
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(単位:千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

4,210,355 5,544,079 6,175,210 5,860,120 6,102,330 6,379,552 7,008,962 7,360,737 7,841,400 8,089,727 8,867,606

教育費 55,248 56,710 57,767 60,327 66,406 67,637 68,069 69,699 69,914 78,784 87,608

医療費 488,039 463,512 492,302 506,285 564,711 607,400 617,400 616,030 614,680 606,770 639,110

生活保護費 1,092,968 1,143,698 1,296,910 1,391,553 1,408,571 1,496,587 1,500,105 1,604,696 1,726,696 1,746,696 1,930,000

児童福祉費 1,806,589 2,952,404 3,275,483 2,804,750 2,930,034 2,943,298 3,489,951 3,554,880 3,897,773 4,005,637 4,435,397

障害者福祉費 711,393 875,960 937,590 996,820 1,032,414 1,160,651 1,236,274 1,331,139 1,433,344 1,548,790 1,673,098

その他 56,118 51,795 115,158 100,385 100,194 103,979 97,163 184,293 98,993 103,050 102,393

扶助費の推移（一般会計）

年  度
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構成比 構成比

01 市税 36.9 37.3

02 地方譲与税 0.8 0.8

03 利子割交付金 0.0 0.1

04 配当割交付金 0.2 0.2

05 株式等譲渡所得割交付金 0.2 0.2

06 地方消費税交付金 4.7 4.5

07 ゴルフ場利用税交付金 0.1 0.1

08 自動車取得税交付金 0.1 0.1

09 環境性能割交付金 0.0 0.0

10 地方特例交付金 0.2 0.2

11 地方交付税 16.3 15.3

12 交通安全対策特別交付金 0.0 0.0

13 分担金及び負担金 0.6 0.6

14 使用料及び手数料 1.1 1.1

15 国庫支出金 14.0 12.7

16 県支出金 6.3 5.8

17 財産収入 0.2 0.1

18 寄附金 0.1 0.2

19 繰入金 3.7 2.8

20 繰越金 1.3 1.3

21 諸収入 2.0 1.9

22 市債 11.2 14.7

100.0 100.0

【歳　出】

構成比 構成比

01 議会費 0.7 0.8

02 総務費 13.7 12.5

03 民生費 40.4 38.2

04 衛生費 3.8 3.9

05 農林水産業費 0.6 0.6

06 商工費 1.1 1.0

07 土木費 11.9 13.8

08 消防費 5.1 4.6

09 教育費 12.4 14.1

10 災害復旧費 0.0 0.0

11 公債費 10.2 10.4

12 諸支出金 0.0 0.0

13 予備費 0.1 0.1

100.0 100.0

　　平成３１年度一般会計予算の概要

【歳　入】 （単位：千円、％）

平 成 31 年 度 平 成 30 年 度
当初予算(案) 当 初 予 算

14,169,217 14,178,187 △ 8,970 △ 0.1

313,000 310,000 3,000 1.0

18,000 20,000 △ 2,000 △ 10.0

66,000 60,000 6,000 10.0

59,000 61,000 △ 2,000 △ 3.3

1,793,000 1,698,000 95,000 5.6

49,000 53,000 △ 4,000 △ 7.5

42,000 51,000 △ 9,000 △ 17.6

15,000 0 15,000 皆増

80,000 61,000 19,000 31.1

6,233,586 5,817,000 416,586 7.2

14,000 14,000 0 0.0

233,263 224,916 8,347 3.7

414,089 415,025 △ 936 △ 0.2

5,364,128 4,837,926 526,202 10.9

2,395,818 2,205,616 190,202 8.6

60,867 57,304 3,563 6.2

50,182 70,182 △ 20,000 △ 28.5

1,415,978 1,063,692 352,286 33.1

500,000 500,000 0 0.0

757,972 735,352 22,620 3.1

4,305,900 5,596,800 △ 1,290,900 △ 23.1

合　　計 38,350,000 38,030,000 320,000 0.8

（単位：千円、％）

平 成 31 年 度 平 成 30 年 度
当初予算(案) 当 初 予 算

278,707 292,860 △ 14,153 △ 4.8

5,245,295 4,748,520 496,775 10.5

15,487,153 14,539,743 947,410 6.5

1,477,306 1,482,506 △ 5,200 △ 0.4

228,073 235,231 △ 7,158 △ 3.0

414,225 365,426 48,799 13.4

4,549,700 5,247,091 △ 697,391 △ 13.3

1,943,197 1,748,994 194,203 11.1

4,749,715 5,355,663 △ 605,948 △ 11.3

5 5 0 0.0

3,926,352 3,963,956 △ 37,604 △ 0.9

272 5 267 5340.0

50,000 50,000 0 0.0

合　　計 38,350,000 38,030,000 320,000 0.8

区　　　　分 比　　較 増減率

区　　　　分 比　　較 増減率
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平成３１年度一般会計予算の歳入概要

【歳入】 　　　　　　　　　　　　　　 単位：千円

款 H31 H30 比較 増減率% 説明欄　（　）は事業費、［　］は増減　

01 市税 14,169,217 14,178,187 △ 8,970 △ 0.1

うち個人市民税現年分 5,625,453 5,573,589 51,864 0.9 生産年齢人口の減少はみられるが、緩やかな景気回復の影響による増を見込む

うち法人市民税現年分 1,471,779 1,624,510 △ 152,731 △ 9.4 市内大手企業の収益の減少による、法人税割の減を見込む

うち固資税（土地）現年分 1,521,602 1,544,295 △ 22,693 △ 1.5 地価の下落（平均下落率0.82%）による減

うち固資税（家屋）現年分 2,700,961 2,584,651 116,310 4.5 家屋の新増築による増

うち市たばこ税現年分 587,720 585,430 2,290 0.4 たばこ販売本数の減少はみられるが、税率の引き上げによる増を見込む

02 地方譲与税 313,000 310,000 3,000 1.0 地方財政計画による

03 利子割交付金 18,000 20,000 △ 2,000 △ 10.0 地方財政計画による

04 配当割交付金 66,000 60,000 6,000 10.0 地方財政計画による

05 株式等譲渡所得割交付金 59,000 61,000 △ 2,000 △ 3.3 地方財政計画による

06 地方消費税交付金 1,793,000 1,698,000 95,000 5.6
地方財政計画による
・地方消費税率の引き上げによる

07 ゴルフ場利用税交付金 49,000 53,000 △ 4,000 △ 7.5 地方財政計画による

08 自動車取得税交付金 42,000 51,000 △ 9,000 △ 17.6 地方財政計画による

09 環境性能割交付金 15,000 0 15,000 皆増
地方財政計画による
・消費税率の引き上げに伴い、現行の自動車取得税に代わり導入される自動車税環境性
能割について、市町村に道路の延長及び面積に応じて交付される

10 地方特例交付金 80,000 61,000 19,000 31.1

地方財政計画による
・住宅ローン控除による、個人市民税の減収分の補てんである減収補てん特例交付金の
増を見込む
・消費税率引き上げに併せた特例措置として、環境性能割が軽減されることに伴い、市
町村に生じる減収分の交付金を見込む

11 地方交付税 6,233,586 5,817,000 416,586 7.2

・普通交付税（5,870,000）[400,000増]
　H30年度実績との比較4.2％増
　（5,635,256)[234,744増]
・特別交付税（359,000）[12,000増]
・震災復興特別交付税（4,586）[皆増]

12 交通安全対策特別交付金 14,000 14,000 0 0.0 地方財政計画による

13 分担金及び負担金 233,263 224,916 8,347 3.7
・民間保育園入所児保護者負担金（145,514)［6,215増]
・取手北相馬休日夜間緊急診療所運営費負担金（10,367)［2,025増］
・放課後児童対策事業保護者負担金（41,315）［2,364増］

14 使用料及び手数料 414,089 415,025 △ 936 △ 0.2

・自転車駐車場使用料（16,572）[1,242減］
・公立保育所使用料（保護者負担分）（178,020）[1,613増］
・道路使用料（38,179）［1,831増］
・し尿処理手数料（24,400）［3,470減］

15 国庫支出金 5,364,128 4,837,926 526,202 10.9

・自立支援給付費負担金（755,000）［61,750増］
・児童扶養手当負担金（141,108）［27,564増］
・子どものための教育・保育給付費負担金（688,598）［120,150増］
・生活保護費負担金（1,447,500）［137,478増］
・個人番号カード交付事務費補助金（2,534）［3,175減］
・地域生活支援事業補助金（28,777）［3,713増］
・次世代育成支援対策交付金（3,345）［皆増］
・母子家庭等対策総合支援事業費補助金（10,376）［2,382増］
・放射線量低減対策特別事業費補助金（6,325）［5,587減］
・防災・安全交付金（インフラ老朽化対策分)（18,380)［9,615減］
・通学路及び都市計画道路（山王・野々井・清水・藤代・都計道3･4･7号取手東口城根
線
　都計道3･5･23号北敷･沼附線)
　防災・安全交付金（生活空間の安全確保分）（289,850)［59,950減］
・社会資本整備総合交付金（地域住宅交付金分)（34,645)［15,525増］
・社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成分)（495)［13,061減］
・緊急消防援助隊設備整備補助金（14,550）［4,016増］
・消防防災施設整備補助金（2,693）［皆増］
・学校施設環境改善交付金（145,731）［8,292減］

16 県支出金 2,395,818 2,205,616 190,202 8.6

・自立支援給付費負担金（377,500）［30,875増]
・子どものための教育・保育給付費負担金（322,685）［38,461増]
・生活保護費負担金（50,000）［3,500増］
・保険基盤安定負担金（316,788）［5,453減]
・保険基盤安定対策費負担金（175,871）［14,721増]
・医療福祉医療費（251,887）［3,493増]
・子どものための教育・保育給付費補助金（66,227）［2,716増]
・認定こども園整備費補助金（95,363）［皆増］
・指定文化財改修補助金（5,833）［皆増]
・国民体育大会補助金 （51,000）［36,459増]
・住宅・土地統計調査（0）［5,587減］
・県議会議員一般選挙費委託金（0）［38,142減]

17 財産収入 60,867 57,304 3,563 6.2 ・利子及び配当金（3,310）［3,167増］

18 寄附金 50,182 70,182 △ 20,000 △ 28.5 ・ふるさと取手応援寄附金（50,000）［20,000減］

19 繰入金 1,415,978 1,063,692 352,286 33.1

・財政調整基金繰入金（750,000）[250,000増]
・減債基金繰入金（400,000）[100,000増]
・公共施設整備基金繰入金（145,941）[35,106減]
・ふるさと取手応援基金繰入金（68,027）[37,473増]

20 繰越金 500,000 500,000 0 0.0

21 諸収入 757,972 735,352 22,620 3.1

・生涯現役促進地域連携事業推進協議会貸付金元利収入（19,527）[19,527増]
・後期高齢者健診事業受託収入（35,758）[4,290増]
・高額療養費返納金（54,536）［6,416減］
・租税債権管理機構派遣事務費（6,000）[皆増]
・防災ラジオ利用者負担金（3,050）［皆増］
・防火水槽補償金（0）[10,000減]
・スポーツ振興くじ助成金（4,500）[皆増]

22 市債 4,305,900 5,596,800 △ 1,290,900 △ 23.1

うち合併特例債 1,972,000 3,271,600 △ 1,299,600 △ 39.7

・井野なないろ保育所・地域子育て支援センター整備事業（574,500）
・あづま幼稚園施設整備費補助金（67,500）
・戸頭東保育園施設整備費補助金（18,100）
・北浦川橋梁架替事業（55,300）
・通学路整備事業：山王、野々井、清水、藤代（58,400）
・都市計画道路3･4･7号（台宿工区）整備事業（171,000）
・都市計画道路3・5・23号北敷・沼附線整備事業（4,200）
・消防本部大規模改造事業（195,500）
・宮和田小学校校舎・体育館大規模改造事業（20,900）
・藤代南中学校校舎・体育館大規模改造事業（491,200）
・福祉会館空調改修・大規模改造事業（270,800）
・取手図書館空調設備改修事業（1,700）
・井野公民館改修事業（50,300）

うち臨時財政対策債 1,480,000 1,880,000 △ 400,000 △ 21.3
・H31年度（1,480,000）［400,000減］
  H30年度実績との比較12.3％減
 （1,686,553）［206,553減］

   合     計     38,350,000 38,030,000 305,000 0.8
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平成３１年度一般会計予算の歳出概要

【歳出】 単位：千円

款 H31 H30 比較 増減率(%) 説明欄　（　）は事業費、［　］は増減　

01 議会費 278,707 292,860 △ 14,153 △ 4.8 ・議会棟会議室用備品購入（0）［14,375減］

02 総務費 5,245,295 4,748,520 496,775 10.5

【新規】市制施行50周年記念事業（市勢要覧作成）（1,760）
【新規】総合計画策定事業（14,325）
【新規】280MHzデジタル防災無線・防災ラジオ整備事業（547,621）
・非常用発電機設置基本・実施設計業務委託（7,560）［7,560増］
・シティプロモーション推進事業（11,277）［204増］
・常総地方広域市町村圏事務組合負担金（1,137,766）［39,566増］
・参議院議員通常選挙（46,210）［皆増］
・市長及び市議会議員補欠選挙の同時選挙（51,080）［50,205増］
・市議会議員一般選挙（77,872）［皆増］
・退職手当負担金（361,140）［120,160減］
・並行調査に関する事務委託（0）［20,755減］
・県議会議員一般選挙（0）［38,587減］

03 民生費 15,487,153 14,539,743 947,410 6.5

【新規】合理的配慮提供支援助成金（470）
【新規】さくら荘外壁・屋根改修事業（41,000）
【新規】市立保育所ICT化推進事業（6,930）
【新規】市立保育所機械警備事業（1,423）
・障害者福祉センターつつじ園指定管理料（39,325）［7,227増］
・障害者福祉センターふじしろ指定管理料（10,572）［7,257増］
・障害者自立支援給付費（1,510,000）［123,500増］
・介護保険特別会計繰出金（1,174,209）［50,265増］
・後期高齢者医療特別会計繰出金（1,461,677）［109,649増］
・医療福祉医療費（639,110）［32,340増］
・児童扶養手当（421,402）［80,768増］
・民間保育園入所委託料（1,765,249）［256,867増］
・認定こども園・民間保育園施設整備費補助金（385,004）［385,004増］
・保育所給食調理業務委託（96,378）［21,579増］
・保育士派遣委託料（17,999）［13,487増］
・生活保護費（1,930,000）［183,304増］
・国民健康保険事業特別会計繰出金（866,696）［14,115減］
・障害者福祉センターつつじ園空調設備改修事業（0）［34,000減］
・井野なないろ保育所・地域子育て支援センター新築事業（589,062）［294,510減］

04 衛生費 1,477,306 1,482,506 △ 5,200 △ 0.4

【新規】風しん対策抗体検査・予防接種事業（7,297）
【新規】新生児聴覚検査事業（3,580）
・じん芥収集運搬委託（354,212）［3,820増］
・放射能対策事業（10,264）［5,412減］
・龍ケ崎地方衛生組合負担金（122,218）［4,473減］

05 農林水産業費 228,073 235,231 △ 7,158 △ 3.0

【新規】農地利用状況調査用タブレット使用料（222）
・認定農業者支援事業補助金（8,000）［6,500増］
・水田農業転作等実施補助金（56,000）［4,000減］
・藤代北部地区経営体育成基盤整備事業負担金（0）［10,000減］

06 商工費 414,225 365,426 48,799 13.4
【新規】生涯現役促進地域連携事業推進協議会貸付金（19,527）
・産業活動支援条例に基づく奨励金事業（79,173）［43,806増］
・県信用保証協会損失補償寄託金（0）［7,500減］

07 土木費 4,549,700 5,247,091 △ 697,391 △ 13.3

【新規】野々井（市道2759号線他）通学路整備事業（30,000）
【新規】清水（市道5100号線）通学路整備事業（15,994）
【新規】藤代（市道0221号線他）通学路整備事業（20,000）
【新規】小堀の渡し渡船の購入（53,373）
・北浦川谷中第5号橋（仮称）相橋架替負担金（58,300）［23,500増］
・山王（市道4262号線他）通学路整備事業（60,044）［20,044増］
・桑原地区整備推進事業（62,059）［50,051増］
・市営住宅整備事業（39,850）［38,250増］
・西一･二丁目（市道2548号線他）道路整備事業（0）［41,008減］
・井野三丁目（市道4305号線）道路改良事業（0）［123,632減］
・井野団地外周道路（市道0115号線他）道路改良事業（0）［24,257減］
・中原町（市道3353号線）道路改良事業（0）［17,892減］
・市之代（市道1032号線他）道路改良事業（0）［15,944減］
・井野台四丁目（市道3276号線他）道路改良事業（0）［24,966減］
・上高井三宝グラウンド前（市道1124号線）道路改良事業（0）［12,897減］
・片町（市道5379号線）道路改良事業（0）［11,337減］
・下高井田向（市道0104号線）通学路整備事業（0）［60,000減］
・本郷四丁目（市道3221号線）通学路整備事業（0）［14,000減］
・青柳井戸田（市道4482号線他）通学路整備事業（0）［12,000減］
・都市計画道路3･4･7号取手東口城根線整備事業（400,000）［85,339減］
・藤代駅北口駅前広場施設整備事業（0）［266,772減］
・駒場一丁目雨水排水整備事業（0）［25,024減］
・野々井地区雨水排水整備事業（0）［48,700減］
・藤代地区雨水排水整備事業（0）［22,694減］
・藤代横町雨水排水整備事業（2,081）［20,052減］
・野々井大門地区雨水排水整備事業（0）［31,293減］
・用地先行取得事業特別会計繰出金（0）［110,699減］

08 消防費 1,943,197 1,748,994 194,203 11.1

【新規】消防本部大規模改造事業（205,800）
【新規】消防団（25分団）車庫改築事業（4,530）
【新規】消防団（13･36分団）ポンプ自動車･小型動力ポンプ付積載車の購入（33,523）
【新規】高規格救急自動車の購入（39,868）
【新規】耐震性貯水槽（小文間地区）整備事業（12,044）

09 教育費 4,749,715 5,355,663 △ 605,948 △ 11.3

【新規】宮和田小校舎・体育館大規模改造工事実施設計業務委託（22,000）
【新規】藤代南中校舎・体育館大規模改造事業（662,800）
【新規】福祉会館改修事業（285,100）
【新規】放課後子どもクラブ緊急通報システムリース料（770）
【新規】井野公民館改修事業（53,000）
【新規】取手図書館空調設備改修工事実施設計業務委託（1,800）
【新規】旧取手宿本陣保存修復事業（17,502）
【新規】藤代武道場トイレ改修事業（12,000）
・教職員用パソコン機器入替（39,423）［20,783増］
・いじめ防止対策事業（13,148）[1,063増]
・市民会館・福祉会館指定管理料（88,566）［10,714増］
・取手市史追補版編さん刊行事業（6,710）[1,479増]
・茨城国体取手市実行委員会交付金（128,434）[62,484増]
・六郷小旧校舎解体事業（0）[101,727減]
・中学校武道場非構造部材耐震改修事業（0）[93,200減]
・中学校校内LAN改修事業（0）［27,000減]
・戸頭中校舎大規模改造・武道場非構造部材耐震改修事業（0）[450,000減]
・市民会館改修事業（0）[969,400減]
・グリーンスポーツセンター施設整備事業（77,971）[36,079減]
・給食センター施設整備事業（23,700）[26,300減]

10 災害復旧費 5 5 0 0.0

11 公債費 3,926,352 3,963,956 △ 37,604 △ 0.9
・元金（3,622,816）［12,534減］
・利子（297,507）［26,107減］
　　実質公債費比率　H29決算7.6％　H28決算7.5％

12 諸支出金 272 5 267 5340.0 ・土地開発基金積立金（272）［267増］

13 予備費 50,000 50,000 0 0.0

合　計 38,350,000 38,030,000 320,000 0.8

13
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平成３１年度の主要事業概要

１）まちの活性化

≪防災無線・防災ラジオ整備事業≫

【新規】２８０MHz デジタル防災無線・防災ラジオ整備事業 547,621 千円

［安全安心対策課］P.37

280MHz デジタル防災無線を導入し、あわせて屋内に設置する防災ラジオの整備を進

めることで、より確実な防災情報の伝達を図ります。

≪取手駅北土地区画整理事業≫

【新規】取手駅西口ペデストリアンデッキ概略設計 20,878 千円

［中心市街地整備課］P.183

【継続】取手駅北土地区画整理事業 1,295,144 千円［区画整理課］P.183

取手駅の西口駅前地区において、多様な都市機能の集積と土地の高度利用の促進を

図るため、土地区画整理事業により、都市基盤の整備を進めます。平成 31 年度は大

規模な建物の物件移転補償、Ａ街区造成の詳細設計、ペデストリアンデッキの概略設

計等を行います。

≪取手駅北地区建築物整備事業≫

【新規】Ａ街区再開発事業推進計画補助金 4,390 千円［中心市街地整備課］P.184

【継続】取手駅北地区建築物整備事業 1,651 千円［中心市街地整備課］P.184

取手駅周辺地区にふさわしい都市機能の集積と市街地の持続可能な活性化を図る

ため、Ａ街区の共同化建築物整備事業に向けて地権者への支援を行います。地権者組

織である再開発準備組合が実施する事業計画案の作成等に対して補助金を交付し、再

開発事業の推進を図ります。

また、取手駅西口周辺地区において、シティプロモーションの一環として映像イベ

ントを実施し、アートのあるまち取手市のイメージ定着を図るとともに、取手駅周辺

地区への誘客を促進し、更なる交流人口の増加と中心市街地の活性化を図ります。

≪桑原地区整備推進事業≫

【継続】桑原地区整備推進事業 62,059 千円［都市計画課］P.128

桑原周辺地区の市街地整備事業の具現化に向けて、都市計画決定に係る協議を進め

るとともに、区画整理準備組合に対する事業化への支援を行います。

≪産業活動支援事業≫

【継続】近隣市・民間との創業支援広域連携事業 9,348 千円［産業振興課］P.120

創業支援事業について、平成 29 年度より龍ケ崎市との広域連携がスタートしまし

※担当課名の右側に、予算説明書

の該当ページを表示しています。
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た。今年度も引き続きインキュベーションオフィスの相互利用、セミナーの実施、起

業応援団からのサービス提供等、市民の創業支援を拡充させ、市内経済の活性化を図

ります。

【継続】市民の仕事場確保支援事業 1,896 千円［産業振興課］P.120

市民がインキュベーションオフィスを利用する際に、オフィス利用料の補助を行い

ます。多くの個人や法人の事業活動を促進し、市内経済の活性化を図ります。

【継続】産業活動支援条例に基づく奨励金事業 79,173 千円［産業振興課］P.120

地域経済の発展に寄与する市内企業の積極的な事業拡大に対し、産業活動支援条例

に基づき、設備投資に対する施設奨励金及び市民の新規雇用に対する雇用促進奨励金

を交付し、地域経済の活性化を図ります。

【継続】買い物弱者支援事業 2,000 千円［産業振興課］P.118

既存スーパーの撤退や商店街の衰退に伴い、買い物が困難な地域に、食料品や日用

品などの販売を行う移動販売車を巡回させ、買い物環境の改善・充実を図ります。

≪都市計画道路整備事業≫

市内の道路網の中心となる都市計画道路を整備することにより、道路交通環境の整

備とともに住環境の向上やまちの活性化を図ります。

【継続】都市計画道路 3・4・7号取手東口城根線整備事業 400,000 千円

［道路建設課］P.132

【継続】都市計画道路 3・5・23 号北敷・沼附線整備事業 10,000 千円

［道路建設課］P.133

２）人口減少・少子高齢化への対応

≪子育て支援充実事業≫

【新規】市立保育所 ICT 化推進事業 6,930 千円［子育て支援課］P.89

井野なないろ保育所を含めた全公立保育所（6保育所）に、タブレット端末による

保育業務支援システムを導入し、登降園管理や児童管理等を ICT 化することで、保育

士の負担軽減や保育の質の向上を図ります。

【新規】新生児聴覚検査事業 3,580 千円［保健センター］P.99

聴覚障害の早期発見・早期治療を図るために、全ての新生児を対象とした聴覚検査

を実施し、その検査費用を助成します。検査結果に異常が認められた場合は、再検査

を実施し、その費用についても助成を行います。

【新規】放課後子どもクラブ緊急通報システムの導入 770 千円

［スポーツ生涯学習課］P.168

現在設置している緊急通報システムを平成 31 年 3 月で撤去し、新たな緊急通報シ

ステムを設置します。新システムを導入し、子どもクラブの環境改善を進めることに

より、児童のさらなる安全確保に努めます。
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【継続】井野なないろ保育所・地域子育て支援センター新築事業 589,062 千円

［子育て支援課］P.89

吉田保育所・舟山保育所を統合し、東部地域子育て支援センターの機能を含めた「井

野なないろ保育所・地域子育て支援センター」の整備を推進し、子どもたちの安全安

心な保育環境の更なる充実を図ります。平成 31 年度は、30 年度から実施している新

築工事を完了し、平成 32 年 1 月の開所を目指します。

【継続】児童療育システム 2,743 千円［子育て支援課］P.74

受け皿となる関係機関のそれぞれの役割の明確化や療育的専門機能の充実化を図

ることで、発達に遅れや偏りを持つ子とその親への支援や障害の早期発見、一貫した

療育、保育、就学へ繋げるための地域の支援体制を整備します。

平成 31 年度は、専門員による巡回相談の回数を増やし、その体制をさらに強化し

ます。

【継続】子育てコーディネーター・保育コンシェルジュ事業 8,208 千円

［子育て支援課］P.76

子育て中やこれから出産を迎える保護者等に、幼稚園・保育所等の教育・保育施設

や地域の子育てサービス等が円滑に利用できるよう、子育て支援センター等の身近な

場所で専門の職員が情報の提供を行います。また、必要に応じて子育てコーディネー

ターが相談に対する助言や、適切な専門機関との連絡調整による総合的な子育て支援

を行います。平成 31 年度からは、子育て支援課に配置する保育コンシェルジュを、

現在の 1名から 2名体制とし、市民対応の充実を図ります。

【継続】子ども・子育て支援事業計画策定 2,026 千円［子育て支援課］P.76

第二次となる「子ども・子育て支援事業計画」（平成 32～36 年度）策定のため、平

成 30～31 年度の 2か年事業として実施しています。

平成 31 年度は、前年度に実施した子育て家庭等を対象としたニーズ調査の結果を

もとに、本計画及び計画期間を同じくする「第四次保育所整備計画」を併せて策定し

ます。

【継続】多子世帯保育料軽減事業 21,226 千円［子育て支援課］P.87

子どもを 2人以上持つ世帯における 3歳未満児の保育料を軽減することにより、多

子世帯の経済的負担の軽減を図り、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進します。

【継続】産婦健康診査事業 6,681 千円［保健センター］P.99

産後 2週間・1か月など出産後、間もない時期の産婦に対する健康診査（母体の身

体的機能の回復や授乳状況及び精神状態の把握等）を実施し、早期に母子への心身の

ケアなどの支援を行うことにより、産後うつや新生児への虐待予防等を図ります。

【継続】産後ケア事業 4,410 千円［保健センター］P.99

産後早期に支援が必要な母子に対し、医療機関でデイケア事業やショートステイ事

業を実施し、産後の育児に対する不安の軽減や、安心した子育てを支援します。
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≪シティプロモーション推進事業≫

【継続】シティプロモーション推進事業 11,277 千円［魅力とりで発信課］ P.29

市のブランドメッセージ「ほどよく絶妙とりで」を用いたイメージアップ情報を積

極的に市内外に広く発信し、市の知名度・魅力度の向上による定住人口の増加を図り

ます。

≪定住化促進住宅補助事業≫

【継続】定住化促進住宅補助事業 40,036 千円［都市計画課］P.141

良質な新築住宅の取得や中古住宅のリノベーションに対する補助、シニア世代の持

ち家を活かした子育て世代への家賃補助等を行い、子育て世代や市内就業者等の定住

化を促進し、あわせて魅力ある住環境の整備を図ります。

３）安全安心な学校教育

≪施設整備事業≫

児童・生徒の安全かつ快適な教育環境の充実を図るため、学校施設の整備を進めま

す。

【新規】宮和田小学校校舎・体育館大規模改造事業 22,000 千円［教育総務課］P.157

老朽化の著しい宮和田小校舎・体育館の大規模改造工事の実施設計を行います。

【新規】藤代南中学校校舎・体育館大規模改造事業 662,800 千円［教育総務課］P.160

老朽化の著しい藤代南中校舎・体育館の大規模改造工事を実施します。

【継続】給食センター施設整備事業 23,700 千円［学務給食課］P.177

老朽化の著しい給食センターの洗浄機改修工事、及び空調機改修工事の実施設計を

行います。

≪いじめ防止対策事業≫

【継続】いじめ防止対策事業 13,148 千円［指導課］P.149

いじめの未然防止・早期発見・早期対応を推進するため、教育相談員を 1名増員し、

相談体制の充実を図ります。さらに、児童生徒への指導・支援、教職員に対する研修

など、多角的な対策を積極的に進めます。

≪通学路整備事業≫

小中学生の通学路において歩道整備等を行い、安全な通学環境の確保を図ります。

【新規】野々井通学路整備事業 30,000 千円［道路建設課］P.126

【新規】清水通学路整備事業 15,994 千円［道路建設課］P.126

【新規】藤代通学路整備事業 20,000 千円［道路建設課］P.126

【継続】山王通学路整備事業 60,044 千円［道路建設課］P.126
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４）協働と持続可能な自治体運営

≪総合計画策定事業≫

【新規】総合計画策定事業 14,325 千円［政策推進課］P.29

平成 31 年度は、第六次取手市総合計画（基本計画）及び取手市まち・ひと・しご

と創生総合戦略の最終年度であることから、総合戦略の内容を含めた形で一本化した

総合計画（基本計画）を策定します。

≪市民協働講座事業≫

【継続】市民協働講座事業 300 千円［市民協働課］P.35

地域の課題を行政と市民が協働して解決することが必要となってきていることか

ら、課題解決や市民活動団体の活性化のため、市民協働講座を開催し、市民活動への

意欲を高めます。

≪チャレンジデー事業≫

【継続】チャレンジデー事業 1,000 千円［健康づくり推進課］P.55

公益財団法人笹川スポーツ財団が主催する住民総参加型スポーツイベント「チャレ

ンジデー」への参加を通じて、市民の健康づくり、地域におけるスポーツの振興及び

コミュニティづくりを推進します。

≪立地適正化計画策定事業≫

【継続】立地適正化計画策定事業 8,111 千円［都市計画課］P.128

人口減少や少子高齢社会の進展に対応し、持続可能なまちづくりを進めるために立

地適正化計画を策定します。平成 31 年度は、30 年度までに作成した素案をもとに策

定委員会で検討を進め、計画の策定、公表を行います。

≪地域づくり型生涯学習推進事業≫

【継続】地域づくり型生涯学習推進事業 648 千円［スポーツ生涯学習課］P.163

市民が自ら積極的に社会に参画し、地域の課題解決に向けた活力ある地域づくりの

推進及び生涯学習による地域の活性化を図るため、取手市地域づくり型生涯学習推進

委員会での協議内容をもとに生涯学習を推進します。

５）いきいき茨城ゆめ国体 2019・いきいき茨城ゆめ大会 2019、

市制施行 50 周年

≪市勢要覧作成事業≫

【新規】市勢要覧作成事業 1,760 千円［広報広聴課］P.19

2020 年の市制施行 50 周年に向けて、取手市の 50 年の歩みや市の魅力などを紹介す
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る「市勢要覧」の作成を進めます。

≪取手市史追補版編さん事業≫

【継続】取手市史追補版編さん事業 6,710 千円［教育総務課］P.166

2020 年の市制施行 50 周年に向けて、取手市史・藤代町史刊行後に新たに判明した

史実などを収録した、親しみやすい「取手市史追補版」の編さんを進めます。

≪茨城国体推進事業≫

【継続】茨城国体取手市実行委員会交付金 128,434 千円［スポーツ生涯学習課］P.175

45 年ぶりに茨城県で開催される、いきいき茨城ゆめ国体・いきいき茨城ゆめ大会の

競技が円滑に運営されるよう、関係団体・機関と緊密な連携のもと進めます。

６）その他の事業

≪安全安心なまちづくり推進事業≫

・公共施設整備事業

公共施設の老朽化等に対応するための改修工事等を行い、市民が安心して利用でき

る施設環境の整備を図ります。

【新規】さくら荘外壁・屋根改修事業 41,000 千円［高齢福祉課］P.71

老朽化した外壁・屋根の改修工事を実施し、利用者の利便性と安全性の向上を図り

ます。

【新規】消防本部大規模改造事業 205,800 千円［消防本部・総務課］P.143

防災拠点としての機能強化を図るため、老朽化が進んでいる消防本部の大規模改造

工事を行います。

【新規】福祉会館改修事業 285,100 千円［文化芸術課］P.164

福祉会館の施設・設備の老朽化に対応するため、年次計画を基に修繕、更新を行っ

ています。平成 31 年度は、大規模改造・空調設備改修工事を実施します。

【新規】取手図書館空調設備改修事業 1,800 千円［図書館］P.170

取手図書館の施設・設備の老朽化に対応し、利用者のさらなる利便性向上を図るた

め、空調設備改修工事の実施設計を行います。

【新規】藤代武道場トイレ改修事業 12,000 千円［スポーツ生涯学習課］P.176

藤代武道場の施設・設備の老朽化に対応するため、トイレの全面改修を行い、市民

のニーズに合わせた施設の利便性の向上を図ります。

【継続】非常用発電機設置基本・実施設計事業 7,560 千円［管財課］P.26

災害時等においても、平常時と同様に業務が可能となるよう、本庁舎に非常用発電

機を設置するための設計を行います。

【継続】公園施設長寿命化対策事業 46,294 千円［水とみどりの課］P.136

市内の公園 16 箇所について、老朽化した公園遊具の修繕や改修を行います。
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【継続】市営住宅整備事業 39,850 千円［管理課］P.140

建築後 40 年以上が経過し、老朽化が進んでいる市営住宅 5箇所について、居住環

境の向上を図るため、外壁や屋根の防水工事を行います。

【継続】井野公民館改修事業 53,000 千円［公民館］P.170

井野公民館の施設・設備の老朽化に対応するため、外壁・屋上改修工事、多目的ホ

ールの空調設備改修工事を行います。

【継続】取手グリーンスポーツセンター施設整備事業 77,971 千円

［スポーツ生涯学習課］P.175

取手グリーンスポーツセンターの施設・設備の老朽化に対応するため、年次計画を

基に修繕、設備の更新を行っています。平成 31 年度は室内プール競技用計時システ

ム・室内プールスコアボード・バスケットボール用ゴール・第 1体育室電光掲示板を

更新し、市民の健康、体力づくりの拠点としてスポーツ・レクリエーションの普及発

展に努めます。

・農業用排水路整備事業

【継続】山王西部地区用排水路整備事業 10,000 千円［農政課］P.116

山王西部地区用排水路は、土堀水路であることから、担い手等の高齢化に伴い水路

機能の維持管理が困難であるため、整備工事を実施し、生産者の労力軽減、営農意欲

の向上を図ります。

・橋梁架替事業

【継続】北浦川谷中第 5号橋（仮称）相橋架替負担金 58,300 千円［管理課］P.125

県が実施している北浦川改修に合わせ、市道である橋梁の架替が必要になることか

ら、負担割合に応じた負担を行い、住環境の向上を図ります。

・雨水排水対策事業

【継続】藤代横町雨水排水整備事業 2,081 千円［排水対策課］P.135

排水路の整備・改修等を行い、雨水による浸水被害の解消や居住環境の向上を図り

ます。

・救急自動車の更新

【新規】高規格救急自動車の購入 39,868 千円［消防本部・警防課］P.146

取手署に配備されている平成 19 年式高規格救急自動車を更新し、救急体制の充実

強化を図ります。

・耐震性貯水槽の整備

【新規】耐震性貯水槽の整備 12,004 千円［消防本部・警防課］P.146

平成 30 年度に設計及び地質調査を行った小文間地区の耐震性貯水槽の設置工事を
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行います。

・消防団活動の充実

【新規】消防団車両の更新 33,523 千円［消防本部・警防課］P.146

市民の安全を確保するため、消防団に配備されている車両の更新を行います。平成

31 年度は、第 13 分団（米ノ井・戸頭の一部地区）・第 36 分団（新川・大曲地区）の

2台を予定しています。

【新規】消防団車庫改築事業 4,530 千円［消防本部・総務課］P.146

第 25 分団（井野台 1～5 丁目地区）の消防団車庫は築 30 年以上を経過しており、

老朽化が著しいため改築し、地域住民の安全安心を守る消防団活動の充実を図ります。

≪その他≫

・健康づくり推進事業

【継続】活動量計を活用した健康づくり推進事業 4,579 千円

［健康づくり推進課］P.54

専用活動量計と市内に設置した血圧計、体組成計のデータを一元管理し、ウェブサ

イト上でカラダの状態の見える化ができるシステムを活用することで、参加者の運動

意欲向上と運動の習慣化を図ります。また、ウェブサイト上で楽しめる歩数イベント

を実施することで更なる運動意欲の向上につなげます。

【継続】健康づくりメニュー作成事業 875 千円［健康づくり推進課］P.54

「スマートウェルネスとりで」の柱である食育を推進するために、民間飲食店等と

協力して健康づくりメニューを作成し、市内外にＰＲすることで食育事業を推進しま

す。

【継続】食育カレンダー作成事業 516 千円［健康づくり推進課］P.54

食育の推進の一環として食育カレンダーを作成します。保育所、幼稚園等でも活用

し、食育の普及に努めます。

・医療関連事業

【新規】風しん対策抗体検査・予防接種事業 7,297 千円［保健センター］P.96

39 歳～56 歳の男性を対象に無料で風しんの抗体検査を行い、結果が陰性だった場

合は予防接種を行います。

【継続】公的病院等運営費補助金 110,703 千円［保健センター］P.95

市民の健康を守り、医療環境の確保・充実を図るため、JA とりで総合医療センター

及び取手北相馬保健医療センター医師会病院に運営費を補助します。

・小堀の渡し渡船の購入

【新規】小堀の渡し渡船の購入 53,373 千円［水とみどりの課］P.138

進水から 30 年が経過し、老朽化が進んでいる渡船を更新し、安全な渡船の運行や
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地域資源の活用を図ります。

・文化財の保全

【新規】旧取手宿本陣保存修復事業 17,502 千円［教育総務課］P.172

「旧取手宿本陣染野家住宅」主屋の茅屋根は定期的に補修や葺き替えが必要となり

ます。前回補修（平成 19 年度）から 10 年以上が経過し、補修時期が来ている西面と

背面（北面）等の補修工事を実施します。

・放射能対策事業

【継続】放射能対策事業 10,264 千円［環境対策課］P.107

除染が完了した施設について、事後のモニタリングを継続して行います。

また、保育所及び市立小中学校の給食食材及び完成品、一般家庭の食材について放

射能検査を行います。
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平成３１年度特別会計予算の概要

取手駅西口都市整備事業特別会計

取手駅西口都市整備事業特別会計当初予算の規模は、18 億 403 万 8 千円で、

前年度当初予算 21 億 3,218 万 3 千円と比較し、3億 2,814 万 5 千円減（前年

度比 15.4％減）となっております。30 年度に国の第 2次補正予算対象事業と

して事業費総額 4億 9,500 万円を計上したため、これを加えた実質的な予算

規模22億 9,903万 8千円との比較では、1億6,685万 5千円増（前年度比7.8％

増）となります。主な事業は、大規模な建物の物件移転補償、Ａ街区造成の

詳細設計、ペデストリアンデッキの概略設計等を計上しております。

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計当初予算の規模は、109 億 2,174 万 6 千円で、前

年度当初予算 113 億 3,417 万 6 千円と比較し、4 億 1,243 万円減（前年度比

3.6％減）となっております。

主な減の要因は、国民健康保険事業費納付金で一般被保険者医療給付費分

が3億9,777万6千円減（18.1％減）、一般被保険者後期高齢者支援金分が3,089

万 8 千円減（4.5％減）となったことによるものです。

［国民健康保険事業費納付金］

・一般被保険者医療給付費分

H30 当初：22 億 9 万 5 千円 → H31 当初：18 億 231 万 9 千円

・一般被保険者後期高齢者支援金分

H30 当初：6億 8,027 万 4 千円 → H31 当初：6億 4,937 万 6 千円

後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療特別会計当初予算の規模は、28 億 3,714 万 3 千円で、前年

度当初予算 26 億 1,251 万 2 千円と比較し、2億 2,463 万 1 千円増（前年度比

8.6％増）となっております。

主な増の要因は、被保険者数の増（H29 年 10 月末 16,222 人→H30 年 10 月

末 17,164 人、942 人増 5.8％増）に伴い、広域連合への医療給付費納付金 6,916

万 3 千円増、低所得者・被扶養者軽減分納付金 1,962 万 6 千円増、保険料納

付金 1億 1,513 万 3 千円増によるものです。

介護保険特別会計

介護保険特別会計当初予算の規模は、80 億 7,962 万 4 千円で、前年度当初

予算 77 億 6,288 万円と比較し、3億 1,474 万 4 千円増（前年度比 4.1％増）

となっております。

主な増の要因は、居宅介護サービス給付費 5,382 万円増（2.1％増）、施設

介護サービス給付費 1億 6,260 万円増（5.8％増）によるものです。

・居宅介護サービス給付費

H30 当初：25 億 8,837 万 6 千円 → H31 当初：26 億 4,219 万 6 千円

・施設介護サービス給付費

H30 当初：27 億 9,974 万 4 千円 → H31 当初：29 億 6,234 万 4 千円
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競輪事業特別会計

競輪事業特別会計当初予算の規模は、13 億 4,122 万 6 千円で、前年度当初

予算 13 億 4,104 万 5 千円と比較し、18 万 1 千円増（前年度比 0.1％増）とな

っております。

主な増の要因は、競輪事務に要する経費 10 万円増（0.9％増）、通常競輪事

業に要する経費 8万 1千円増（0.1％増）によるものです。

・競輪事務に要する経費

H30 当初：1,146 万 2 千円→H31 当初：1,156 万 2 千円

・通常競輪事業（1回 6日間開催）に要する経費

H30 当初：12 億 9,828 万 9 千円 → H31 当初：12 億 9,837 万円

取手地方公平委員会特別会計

取手地方公平委員会特別会計当初予算の規模は、71 万 2 千円で、前年度当

初予算 74 万 8 千円と比較し、3 万 6 千円減（前年度比 4.8％減）となってお

ります。関係団体は、取手市・守谷市・利根町・取手地方広域下水道組合・

取手市外 2市火葬場組合・利根川水系県南水防事務組合・常総地方広域市町

村圏事務組合となります。
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平成 30 年度 3月補正事業

１．学校施設整備事業

平成 31 年度に計画していた学校施設の空調設備設置事業が、国の平成 30 年

度第 1 次補正予算（学校の緊急重点安全確保対策）の対象となり、また、藤代

南中学校の大規模改造工事の一部が、第 2次補正予算（防災・減災、国土強靱

化のための緊急対策）の対象となる見込みのため、3 月補正予算に計上し平成

31 年度に繰越して実施します。

事業費総額 769,000 千円

交付金額 140,711 千円、地方債額 627,900 千円、一財 389 千円

・小学校空調設備設置事業 551,500 千円[教育総務課]

（小学校 14 校の特別教室・白山小普通教室）

・中学校空調設備設置事業 3,300 千円[教育総務課]

（取手二中・永山中普通教室）

・藤代南中校舎・体育館大規模改造事業の一部 214,200 千円[教育総務課]

（トイレ・防災機能強化・特別教室空調設備設置分）

２．プレミアム付商品券事業（発行準備事務費）

消費税率引上げに伴う対応として、低所得者・子育て世帯の消費に与える影

響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えするために、プレミ

アム付商品券を発行します。発行準備事務費については、一部が国の平成 30 年

度第 2次補正予算の対象となる見込みのため、3月補正予算に計上し平成 31 年

度に繰越して実施します。

事業費総額 7,232 千円 交付金額 7,232 千円

・プレミアム付商品券事業発行準備事務費 7,232 千円［産業振興課］

３．消防団無線機整備事業

平成 31 年度に計画していた消防団の無線機購入が、国の平成 30 年度第 2 次

補正予算（防災・減災、国土強靱化のための緊急対策）の対象となる見込みの

ため、3月補正予算に計上し平成 31 年度に繰越して実施します。

事業費総額 3,587 千円 交付金額 1,195 千円、一財 2,392 千円

・消防団用無線機 3,587 千円[消防本部]

４．取手駅北土地区画整理事業【取手駅西口都市整備事業特別会計】

平成 31 年度に計画していた建物移転補償の一部が、国の平成 30 年度第 2 次

補正予算（防災・減災、国土強靱化のための緊急対策）の対象となる見込みの

ため、3月補正予算に計上し平成 31 年度に繰越して実施します。

事業費総額 495,000 千円

交付金額 272,250 千円、地方債額 222,700 千円、一財 50 千円

・建物移転補償費 495,000 千円[区画整理課]


	P00  表紙　平成31年度当初予算（案）
	P01　平成31年度予算編成の基本的考え方
	P02～03　平成31年度予算の重点化5事業
	1/2
	2/2

	P04　H31予算総括表
	P05　予算規模
	P06　一般会計予算額の推移
	P07　全会計予算額の推移
	P08　一般会計性質別歳出内訳
	P09　人件費・扶助費・普通建設事業費の推移
	P10　扶助費の推移
	P11　一般会計予算（案）の概要
	P12　一般会計予算（案）の歳入概要
	P13　一般会計予算（案）の歳出概要
	P14～22　主要事業概要
	1/9
	2/9
	3/9
	4/9
	5/9
	6/9
	7/9
	8/9
	9/9

	P23～24　特別会計予算(案）の概要
	1/2
	2/2

	P25　平成30年度3月補正事業

